
1

高齢者を取り巻く状況等について

高齢者施策推進協議会
参考資料第３回（R7.2.27）

（参考資料）
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１．６５歳以上人口の推移（京都市）
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65歳以上人口の推移 ＜高齢者人口の増加率＞
・2000〜2025年 ＋56.0％
・2025〜2040年 ＋ 4.0％

 ６５歳以上人口は、2040年頃にピークを迎える。
 増加幅は、これまでより緩やかになっていく。
 2040年以降は一貫して減少していく。

※ 令和元（2019）年〜令和５（2023）年の５年間の各年１０月１日の各区別の住民基本台帳人口を基に、区ごとに
コーホート変化率法（＊）により令和６（2024）年度以降の被保険者数を推計し、それらを合算して算出
＊ コーホート（ある一定期間に生まれた人たちの集団）ごとの５年間の人口増減を変化率としてとらえ、その率
が将来も大きく変化しないものと推計する方法
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２．７５歳以上人口の推移（京都市）

 ７５歳以上人口は、2025年頃にピークを迎える。
 2025年以降は減少に転じるが、2050年頃に２回目のピークを迎える。
 2050年以降は一貫して減少していく。
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※ 令和元（2019）年〜令和５（2023）年の５年間の各年１０月１日の各区別の住民基本台帳人口を基に、区ごとに
コーホート変化率法（＊）により令和６（2024）年度以降の被保険者数を推計し、それらを合算して算出
＊ コーホート（ある一定期間に生まれた人たちの集団）ごとの５年間の人口増減を変化率としてとらえ、その率
が将来も大きく変化しないものと推計する方法



4

３．要支援・要介護認定者数の推移（京都市）
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 2000年の介護保険制度発足以降、認定者数は約３倍に。
 2035年〜2040年頃に第１ピークを迎える。（団塊の世代）
 2055年〜2060年頃に第２ピークを迎える。（団塊ジュニア世代）

※ 令和６年（２０２４）年度以降の被保険者数を「５歳ごとの年齢区分（６区分）」及び「性別（２区分）」の１２グ
ループに分けて、各グループの被保険者数に、直近の要支援・要介護認定の実績（令和２年１１月時点〜令和５年１０月
時点の月平均伸び率）に基づく「要支援１から要介護５（７区分）」の認定率を乗じて推計
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４．認定率の推移（京都市）

 ２０３５年頃まで増加を続け、２０３５年頃から２０４０年頃にかけて１回
目のピークを迎える。

 その後、一旦減少に転じるが、２０６０年から２０６５年にかけて２回目の
ピークを迎える。
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※ 要支援・要介護認定者数（推計）（第１号被保険者）を、第１号被保険者数（推計）で除して算出。
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５．年齢別の認定率（京都市）

 要介護認定率は、85歳以上から急激に高くなる傾向にある。
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６．介護保険給付費の推移（京都市）

 本市の2023年度の介護保険給付費実績は、144,458百万円となっており、
介護保険制度が始まった2000年度と比べ、約3.2倍となっている。
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７．介護サービス施設・事業所数（京都市）

令和６年度
(12月末）令和５年度平成３０年度平成２５年度平成１２年度

578552420323120訪問介護

41641440331766通所介護
（地域密着型含む）

2722104−定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

899410054−小規模多機能型
居宅介護

10962−看護小規模多機能型
居宅介護

139139128877認知症対応型
共同生活介護

107107977736介護老人福祉施設
（地域密着型含む）

3939414018介護老人保健施設

17171−−介護医療院 ※

介護サービス施設・事業所数 ※令和６年１２月末現在

※ 介護医療院は、平成３０年４月に創設された施設類型。本市では全て介護療養型老人保健施設、介護療養型医療施設か
ら転換したもの。
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８．政令指定都市間の比較における本市の状況

 本市は、要支援・要介護認定者の割合が高く、介護サービス利用者が多いた
め、第１号被保険者１人当たりの保険給付費は全国的に見て高い状況。

（出典）京都市「第９期京都市民長寿すこやかプラン」
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９．認知症高齢者の推移（京都市）

 2025年には高齢者の５人に１人
 2040年には高齢者の４人に１人
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資料：「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究（２０１４年度厚生労働科学特別研究事業）」による高齢者の年齢別
認知症有病率（※）に基づく試算

※ 認知症高齢者数の推計は、男女別に、５歳ごとの年齢階級別に推定された認知症有病率を用いています。（糖尿病等の影響に
より有病率が変化する推計に使用する有病率で算定）
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１０．認知症やその疑いが原因で
「行方不明」となった件数（全国）
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 毎年増加の一途をたどっている。
 １０年で約１．９倍に

（出典）警察庁「行方不明者の状況」より作成
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１１．令和７年度 京都市予算案（充実事業）
～ＩＣＴを活用した認知症高齢者等見守り支援事業～

 事業名
ＩＣＴを活用した認知症高齢者等見守り支援事業

 予算額
7,100千円

 事業概要
民間事業者が開発したＩＣＴツールを導入し、行政や関係機関に加えて、地域住民

が見守りに協力できる仕組みを構築し、地域における見守り体制の強化を図る。

１ 民間事業者が開発した捜索アプリの導入
行方不明者の捜索機能（※１）を備えたスマートフォン用アプリを導入。広くア

プリのダウンロードを呼びかけ、見守りへの協力者を増やす。
※１…行方不明事案が発生した場合に、家族等がアプリ内で捜索依頼情報を配信すると、ア

プリをダウンロードしている人に情報が届く。発見した際は捜索依頼情報に記載され
た連絡先に電話することで、家族等と直接連絡を取れる。

２ 緊急連絡用ステッカーの交付
認知症により外出時に行方不明となるおそれのある方の家族等を対象に、衣類や

持ち物等に貼付可能な緊急連絡用ステッカー（※２）を無償で交付する。
※２… ＩＤ及びフリーダイヤルのみが記載されており、個人情報はない。発見者がフリーダ

イヤルに電話し、ＩＤを入力することで、互いに個人情報を保護した状態で家族等と
直接連絡を取ることができる。
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１２．一人暮らし高齢者世帯数の推移①（京都市）

 一人暮らし高齢者世帯数は、一貫して増加していく。
 2020年以降の増加は緩やか。
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一人暮らし高齢者世帯数の推移

＜単身高齢者世帯数の増加率＞
・2000〜2020年 ＋56.0％
・2020〜2040年 ＋ 4.0％

※ 2025年・2040年は国勢調査（2020年）の結果を基に推計
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１３．一人暮らし高齢者世帯数の推移②（京都市）

 「単身世帯」、「夫婦のみの世帯」が増加する一方で、「三世代世帯」は減少
（核家族化の進行）

2020年2015年2010年2005年2000年1995年1990年
728,774705,142680,634641,455610,665579,369546,157一般世帯数
263,721255,859224,635201,924178,731153,209135,264世帯数６５歳以上の世帯員

の い る 一 般 世 帯 36.2%36.3%33.0%31.5%29.3%26.4%24.8%構成比
95,22086,31070,73860,71451,19837,73729,616世帯数

単 身 世 帯
36.1%33.7%31.5%30.1%28.6%24.6%21.9%構成比
76,12074,09564,73057,44849,16439,85632,060世帯数夫 婦 の み

の 世 帯 28.9%29.0%28.8%28.5%27.5%26.0%23.7%構成比
64,69563,74554,12445,14436,57129,35124,284世帯数親 と 子 の み

の 世 帯 24.5%24.9%24.1%22.4%20.5%19.2%18.0%構成比
15,35519,32522,04626,33724,85530,10533,791世帯数

三 世 代 世 帯
5.8%7.6%9.8%13.0%13.9%19.6%25.0%構成比
12,33112,38412,99712,28116,94316,16015,513世帯数そ の 他 の

世 帯 4.7%4.8%5.8%6.1%9.5%10.5%11.5%構成比
1.97人2.05人2.13人2.24人2.34人2.47人2.62人１世帯当たり平均人員

（出典）京都市情報館「京都市民長寿すこやかプラン関連データ」
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１４．自宅において亡くなった一人暮らしの者（全国）
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（出典）警察庁「令和６年度第１四半期（１〜３月分）（暫定値）における死体取扱状況（警察取扱死体のうち、
自宅において死亡した一人暮らしの者）についてより作成

警察取扱死体のうち自宅において死亡した一人暮らしの者
〜令和６年度第１四半期（１〜３月）分 暫定値〜（全国値）

 ６５歳以上の高齢者の自宅で亡くなった人は、１万７０３４人
（全体の７８％。年推計６．８万人）

（人）
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１５．生産年齢人口（１５歳～６４歳）の推移（京都市）
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生産年齢人口の推移 ＜生産年齢人口の減少率＞
・2000〜2025年 △13.4％
・2025〜2040年 △17.2％

 生産年齢人口は一貫して減少。
 2025年以降、減少スピードがこれまでより加速する。

※ 令和元（2019）年〜令和５（2023）年の５年間の各年１０月１日の各区別の住民基本台帳人口を基に、区ごとに
コーホート変化率法（＊）により令和６（2024）年度以降の被保険者数を推計し、それらを合算して算出
＊ コーホート（ある一定期間に生まれた人たちの集団）ごとの５年間の人口増減を変化率としてとらえ、その率
が将来も大きく変化しないものと推計する方法
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１６．就業者数の推移（全国）

 全体の就業者数は増加傾向にある。
 女性の就業者数は右肩上がりで増加している。

（出典）総務省統計局：労働力調査（基本集計）2023年
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１７．年齢別の就業者数の推移（全国）

 65歳以上の就業者数については、一貫して増加傾向にある。

（出典）総務省統計局：労働力調査（基本集計）2023年

年齢階級別就業者数の推移 （万人）
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１８．京都市内における介護職員の必要数

 2040年度には、2019年度比で新たに3,294人の介護職員が必要になる。

（出典）京都市「第９期京都市民長寿すこやかプラン」
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１９．有効求人倍率（介護関係職種）の推移（全国）

 令和５年３月の介護関係職種の有効求人倍率は３．６３倍で、
全職業の１．１３倍を大幅に上回っている。

（出典）社会保障審議会介護給付費分科会（第223回）
資料「介護人材の処遇改善等（介護人材の確保と介護現場の生産性の向上）」
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２０．訪問介護員（ホームヘルパー）の
有効求人倍率の推移（全国）

 訪問介護員の有効求人倍率は約１５倍となっている。

（出典）社会保障審議会介護給付費分科会（第220回）「資料１：訪問介護」（2023年7月24日）
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２１．給与格差（全国）

 介護職員の平均給与は、全産業と比べ月額6.8万円低い

（出典）社会保障審議会介護給付費分科会（第223回）
資料「介護人材の処遇改善等（介護人材の確保と介護現場の生産性の向上）」
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２２．介護の担い手確保の取組①（京都市）

 介護職の魅力向上
平成２９年度の学習指導要領の改定により、中学校技術・家庭科に「介護など高齢

者との関わり方」が追加されたことを受け、平成３０年度から、市老協加盟法人の若手
職員をゲストティーチャーとして研究授業を実施

令和５年度令和４年度令和３年度

4校4校3校受講数

＜実績＞

 介護の担い手確保の取組
現場の介護人材確保に資する取組をより進めていくため、平成３０年２月に、関係

団体（京都市老人福祉施設協議会、京都府介護老人保健施設協会、京都地域密着型サー
ビス事業所協議会）と人材確保に向けた研究会を立ち上げ、現場の声を聞きながら共に
検討を進めている。
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２３．介護の担い手確保の取組②（京都市）

 介護未経験者に対する介護に関する入門的研修
介護の仕事に関心を持つ未経験者に対して、介護の仕事に携わるうえでの不安を払

拭し、短期間で基本的な知識や技術を習得するための入門的研修を実施

令和５年度令和４年度令和元年度

38名8名7名修了者数

＜実績＞

※Ｒ１は集合研修。コロナ禍の影響により、Ｒ２〜３はコロナ禍の影響により中止。Ｒ４からオンデマンド研修
により再開

※Ｒ５から２期制（前期、後期）を導入。

 外国人材の受入環境整備
外国人介護職員の受入促進を図るための外国人介護職員向け日本語能力・介護技術

研修を実施

令和５年度令和４年度令和３年度

10名13名6名修了者数

＜実績＞
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２４．介護の担い手確保の取組③（京都市）

 ケアの効率化・負担軽減の取組
ケアの効率化・負担軽減の取組として、腰痛の軽減につながるマッスルスーツの導

入、直接見に行かなくても就寝時の状態が把握できる見守りセンサー等の導入やその基
盤となる無線LANの環境を整備するための補助を実施

補助件数補助内容

57施設介護ロボット等導入支援事業（Ｈ28実施）
94施設見守りセンサー導入事業（Ｒ2〜3実施）
80施設インカム機器導入経費補助事業（Ｒ2〜3実施）

118施設無線ＬＡＮ環境整備（Ｒ2〜3実施）
5施設大規模改修時の介護ロボット・ICT導入事業（Ｒ4実施）

11施設大規模改修時の介護ロボット・ICT導入事業（Ｒ5実施）
365施設合計

＜実績＞
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２５．令和７年度 京都市予算案（充実事業）
～介護の担い手確保対策事業（外国人介護人材受入支援）～

 事業名
介護の担い手確保対策事業（外国人介護人材受入支援）

 予算額
1,000千円（全体事業費3,225千円のうち充実分）

 事業概要
令和2年度から京都市老人福祉施設協議会に委託して「外国人介護職員向け日本語能

力・介護技術研修」（以下、「外国人介護職員向け研修」という。）を実施している。
令和7年度から上級コースとして、京都市内の外国人介護人材のうち希望者20名を対

象に、例年1月に試験が実施される介護福祉士の資格取得に向けた「介護福祉士国家試
験対策研修」を実施する。

 期待できる事業効果
・介護福祉士へのステップアップ、日本語能力や介護知識・技術のスキルアップ

→外国人介護人材の定着促進
・外国人介護人材に対する本市サポート体制の強化

→国内外の外国人介護人材が京都市内の介護施設を働く場所として選択する気運の
高まり
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２６．主な介護予防施策①（京都市）

 京都市地域介護予防推進センター
高齢者が介護を必要とせずにいつまでも元気に暮らせるよう、地域における介護予

防の拠点として、京都市内１２か所に地域介護予防推進センターを設置している。
地域の身近な会場で専門のスタッフの指導による介護予防教室を開催するほか、介

護予防に関する普及啓発や、地域での自主的な介護予防活動の支援を行っている。

＜口腔教室＞＜栄養教室＞＜運動教室＞
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２７．主な介護予防施策②（京都市）

 健康すこやか学級
「介護予防の場」、「社会参加促進の機会」、「身近な地域福祉活動拠点」として、

学校の空き教室などの地域の身近な施設で、各地域ごとに介護予防に資する活動やレ
クリエーション等を実施している。

 健康長寿サロン
高齢者が、健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、地域住民等が主体

となって設置運営し、地域の集会場や商店街の空き店舗などを活用して、住民同士が
気軽に集い、一緒になって内容を企画し、ふれあいを通して「生きがいづくり」「仲
間づくり」の輪を広げる活動。
立ち上げや運営に必要な費用の一部をサロンの運営者に助成するなど、サロン活動

への支援を行っている。
【活動例】健康体操、脳力トレーニング、囲碁・将棋、健康麻雀、コーラス、

カラオケ、朗読会、手芸、地域の交流会 等
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２８．支え合い型ヘルプサービス

 支え合い型ヘルプサービス
元気な高齢者等が新たな担い手として活躍できるよう、本市の定めた研修（京都市

支え合い型ヘルプサービス従事者要請研修）を修了した従事者等が生活援助を提供

合計６年度
(12月末）５年度４年度３年度２年度元年度３０年度２９年度２８年度

61551388006277133246委託研修

69791426374850172199142指定研修

1,3126052343748112249332388合計

※ 支え合い型ヘルプサービスの従事者の資格として認めている「高齢者支え合い活動創出モデ
ル事業の高齢者支え合い担い手養成講座」（平成２７年度実施）の修了者（８９人）を加える
と、１，４０１人

※ 令和４年度から、委託研修は介護に関する入門的研修と統合し、オンデマンド形式で実施し
ている。

実績（修了者数） ※令和６年１２月末現在 （人）
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２９．地域支え合い活動

 地域支え合い活動入門講座
元気な高齢者をはじめとするボランティア活動経験のない方を対象に、高齢者の生

活支援に関する基本的な知識や情報を提供する講座を開催し、支え合い活動への参加
を促す。

Ｒ６年度
（9月末）Ｒ５年度Ｒ４年度Ｒ３年度

163594284210

修了者数 ※令和６年９月末現在 （人）

 地域支え合い活動調整会議
「地域支え合い活動創出コーディネーター（生活支援コーディネーター）」が、生

活支援等サービスの創出に向けた企画立案や地域のニーズ・資源等の情報の共有及び
多様な主体が連携強化を行う場として「地域支え合い活動調整会議（協議体）」を各
区・支所単位で設置している。

調整会議を通じて支援した取組等の件数 ※令和６年９月末現在
Ｒ６年度
（9月末）Ｒ５年度Ｒ４年度Ｒ３年度

45
(286)

89
(241)

40
(152)

43
(112)

支援した取組等
の件数（累計）

（件）
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３０．市民後見人の養成

 市民後見人
誰もが住み慣れたまちで安心して暮らし続けられるよう、地域における支え合いの

観点から身近な立場でご本人を支援する成年後見人等として活躍していただける「市
民後見人」を養成。

◆ 市民後見人受任件数
１０２人（累計）（令和６年１２月末現在）

◆ 市民後見人候補者名簿登録者数
１０４人（令和６年１２月末現在）

（参考）成年後見制度について
成年後見制度は、判断能力が不十分か欠けている方（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者

等）について、契約の締結等を代わって行う代理人等、本人を援助する人を選任したり、本人が
誤った判断に基づいて契約を締結したりした場合にそれを取り消す等により、これらの方を保護・
支援する制度
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３１．家族介護者の状況（全国）

 高齢化に進行に伴い、働く家族介護者が増加傾向

（出典）経済産業省ＨＰ「介護政策」
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３２．介護離職の状況（全国）

（出典）総務省「令和４年就業構造基本調査」

 2022年の介護離職者数は１０万６千人
 2017年調査に比べ７千人増加
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３３．介護離職等による経済損失（全国）

 経済損失は2030年に
約9.2兆円と試算
※仕事と介護の両立困難に起因
する労働生産性低下等に伴う損失額

（出典）経済産業省ＨＰ「介護政策」

「介護」は労働力確保のための
「経済政策」でもある
※「介護離職」が増えると生産年齢人口減少
社会において、貴重な労働力を失うことに
なり、さらなる経済損失につながる。
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３４．ケアラー

「京都市ケアラーに対する支援の推進に関する条例」の制定
（令和６年１１月）

 ダブルケア＜「晩婚化」「晩産化」傾向の加速＞
親の介護と子育て

 多重介護＜一人っ子の増加＞
１人の介護者が数人の要介護者を介護

 ヤングケアラー
本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話
などを日常的に行っている子ども

 ビジネスケアラー
仕事をしながら家族等の介護に従事する人
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３５．成年後見制度

 成年後見制度
判断能力が不十分か欠けている方（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等）

について、契約の締結等を代わって行う代理人等、本人を援助する人を選任したり、
本人が誤った判断に基づいて契約を締結したりした場合にそれを取り消す等により、
これらの方を保護・支援する制度。
本市では、成年後見制度の申立費用及び後見人報酬の助成を実施している。

後見人報酬申立費用
金額（円）件数（件）金額（円）件数（件）
158,399,9627031,254,431126２年度
202,761,6819081,238,008112３年度
186,366,233898816,268117４年度
166,755,355820789,46077５年度

123,654,1735951,371,55872６年度
（１２月末）

申立費用・後見人報酬支給実績 ※令和６年１２月末現在

※ 令和４年６月から、報酬の資産要件を120万円から50万円へ見直し
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３６．地域共生社会の在り方検討会議（国）での
「議論の視点（案）」①

第１回地域共生社会の在り方検討会議 資料
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３７．地域共生社会の在り方検討会議（国）での
「議論の視点（案）」②

第１回地域共生社会の在り方検討会議 資料


